








　1990 年代から 21 世紀初頭にかけて、バブル崩壊後の長期に亘る深刻な不況とリストラに象徴さ
れるいわゆる成果主義の嵐の中で自殺者が毎年 3万人を超え始めると共に、企業におけるメンタル
ヘルスの問題が重大な課題として浮上してきた。事実、就業者障害原因のトップは「メンタル疾患」








跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 12 号　（2011 年 10 月 14 日）
透明な病のリスクマネジメント
─ 成果主義下のメンタルヘルス対策（メンター制度とEAPを中心として） ─
The Risk Management of Mental Health 














1970 年代後半から急速に増え出した「うつ病」や「自殺」などがこれであり、また 1980 年代に
入って顕在化した「テクノ症候群」（テクノストレス、ハイテクノイローゼ等）の増加や「突然死」、
および 1980 年代後半からの「過労死」の増加⑵、等がこれである。さらに 1990 年代以降、大き
な問題になりつつある「HIV 感染」もある期間は発見しえない上、発見後は精神的な重圧に苦
しむという意味で「透明な病」の新しい種類ともいえよう。
　さらに、1990 年代から 21 世紀初頭にかけて、バブル崩壊後の長期に亘る深刻な不況とリスト
ラに象徴されるいわゆる成果主義の嵐に中で自殺者が毎年 3万人を超え始めると共に、企業にお
けるメンタルヘルスの問題が重大な課題として浮上してきた。




















　2008 年 6 月 8 日（日）の正午すぎ、筆者は孫と JR山手線に乗り秋葉原駅を通過していた。丁
度その頃、秋葉原の歩行者天国では暴走してきたトラックが通行人をはねて止まり、降りてきた
男が通行人を次々に刺し、死者 7人、重軽傷者 10 人という大惨事が発生していた。逮捕された
容疑者は地元の有名な進学校に入学しながら成績が伸び悩み、自動車整備工を養成する短期大学
を出た後、職を転々としながら派遣社員としてトヨタ自動車の子会社で働いていた。しかし、会




　丁度 2年後の 2010 年 6 月 22 日に、今度は広島市のマツダ本社工場の敷地内で、暴走してきた














　民間調査機関の労務行政研究所は 2010 年 4 ～ 5 月に企業のメンタルヘルス対策に関する実態
調査」を実施した⑼。調査対象は全国証券市場の上場企業（新興市場の上場企業も含む）3589 社、








く、「横ばい」が 33.7％、「減少している」が 9.5％であった。とりわけ、従業員数 300 人以上の
企業では「増加している」は 50％を超えているのである。（図表 1を参照）
　「増加している企業」に、「特に増加が目立つ年代層」を尋ねたところ（複数回答）、「30 代」が
48.2％、「20 代」が 47.3％で拮抗する結果となった。「年代に関係なく増加」は 23.6％であった。








求職者数÷全従業員× 100）を試算した結果、平均で約 0.5％となり、従業員 200 人に 1人が欠勤・
休職している計算になった。（図表 3を参照）
　次に、過去にメンタルヘルス不全で休職した社員のうち、完全に職場に復帰できた割合は以下
のとおりである。すなわち、完全復帰できたのは「半分程度」とする企業が 25.1％、「7～ 8 割








従業員 300 人以上の企業では「メンタルヘルス不全者」が 50％以上も増加しており、また 1000
人以上の大企業ではメンタルヘルス不全で 1ケ月以上欠勤・休職している社員が 97.5％という驚
異的な数値に上っているのである。
















製 造 業 非製造業
規模計 1,000 人以上 300 ～ 999 人 300 人未満


















































































製 造 業 非製造業
規模計 1,000 人以上 300 ～ 999 人 300 人未満
合　　　計 （252）100.0 （ 79）100.0 （ 86）100.0 （ 87）100.0 （122）100.0 （130）100.0
い る
い な い


























製 造 業 非製造業
規模計 1,000 人以上 300 ～ 999 人 300 人未満
合　　　　　　　計 （147）100.0 （ 65）100.0 （ 54）100.0 （ 28）100.0 （ 67）100.0 （ 80）100.0
0 ％ 超 0.5 ％ 未 満











































































92.7 100.0 97.6 81.6 94.8 90.7
過去にメンタルヘルス不調で
休職した社員はいない










7 ～ 8 割 程 度
半 分 程 度
2 ～ 3 割 程 度


















































製 造 業 非製造業





























































































70.2 66.2 83.3 83.0 70.1 55.4 54.0 48.9 80.2 68.3 61.5 63.9
③ 電話や E メー
ルによる相談窓
口の設置























36.2 32.3 52.6 53.4 24.7 18.5 30.2 11.1 39.6 32.7 33.3 32.0
⑨ 家族向けの啓発
を実施
5.5 7.1 9.0 12.5 6.5 4.6 9.9 7.9 1.7 6.2
























































































Ⅱ．『労政時報』、第 3724 号、2008 年 4 月、PP. 7f（主として定着・育成制度の紹介）
e. 京セラ「2年目人事面談」
f. ニチレイ「メンタリング制度」（2003 年導入）
g.  富士フィルム「指導員制度」（入社 5～ 10 年目の先輩社員が指導員となり、3年間に亘って新入社員
の成長を指導）







10 月 2 日朝刊には「メンター制度活用に戸惑い、『仕事と人生の師』のはずが現実にはただの教
育係」といった厳しい批判が出ている。
2）EAP（従業員支援プログラム）































































































































が 50 時間を超すと約 3割の人が疲労感、焦燥感、不安感を感じはじめ、要注意の状態になるとのことで
ある。また、職場でのストレスは仕事への要求度が高く、仕事の自由裁量や周囲の支援度が低いほど強ま
るという結果が出た。なお、調査結果は1991年6月と1992年11月に発表されている。また、1989年に「過
労死 110番」に相談のあった約 1,000 件の事例によると、過労死で倒れた人の病名は「くも膜下出血」、「急
性心不全」、「脳出血」が各々 19％、「心筋梗塞」が 10％、「脳梗塞・脳血栓」が 7％、その他・不明が
26％である。過労死で倒れた人の職種は、営業・事務 25.1％、管理職 17.7％、工場労働者 14.8％、運転手
10.6％、建設労働者 9.6％、技術職 7.1％、公務員 6.8％、会社経営者・役員 5.8％、ビル警備管理 2.5％であ
る。職種別では、ホワイトカラーが 6割以上を占めていることがわかる。
⑶　松本桂樹『メンタルヘルス不全の〈企業リスク〉』日労研、2006 年、PP. 27 ～ 101




























































を入れる。（週刊『労働新聞』、労働新聞社、第 2784 号、2010 年 7 月 12 日、1面より引用）




⑿　『時事通信』2010 年 9 月 7 日のニュース（Well Link HP=http://www.welllink.co.jp/healthnews/）
⒀　渡辺三枝子、平田史昭『メンタリング入門』日経文庫、2006 年、PP. 18f、日本メンター協会ホームペー
ジ、http://www.nihon-mentor-kyoukai.org/mentor.html
⒁　渡辺三枝子、平田史昭、前掲書、PP. 31 ～ 32
⒂　『労政時報』、第 3691 号、2006 年 12 月 8 日、PP. 94 ～ 95．なお、ブラザー・シスター（BS）制度とメ
ンター制度を比較すると下図のようになる。




























出典）『労政時報』第 3691 号（2006 年 12 月 8 日）、P. 95
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21　市川佳居、前掲書、PP. 166 ～ 168、なお、原文は「です・ます調」であるが、引用者が「である調」
に直した。
22　J. C、アベグレン著、山岡洋一訳『日本の経営』日本経済新聞社、2004 年（復刻版）を参照。
23　野中郁次郎「世界の経営戦略論、30 年のトレンド」（『プレジデント』、第 48 巻、第 28 号、2010 年 11
月 1 日号、P. 91）、「ワイガヤ」とは、キャリアや年齢に関係なく誰でも自由に意見を述べ、議論する場
のことである。





























『労政時報』第 3691 号、行政労務研究所、2007 年 12 月 8 日
『労政時報』第 3724 号、行政労務研究所、2008 年 4 月 25 日
『労働の科学』第 58 巻（2003 年 3 月号）：「成果主義下の生活と健康」
『週刊・東洋経済』2010 年 7 月 24 日号、PP．32 ～ 81：特集「不眠・うつ」
『労働新聞』2010 年 5 月 17 日号、「メンヘル対策・301 人以上に自主点検実施」
『労働新聞』2010 年 7 月 12 日号、「厚労省・メンヘル支援を強化：職群ごとに対処法検討」
『労働新聞』2009 年 12 月 7 日号、「心身の健康注意義務違反：ニコンとアテスト事件」
Well Link『メンタルヘルス最新情報』2010 年 7 月 19 日、Windows Interne Explorer 8









る家族の労働コスト───などを推計して合計。年間の社会的コストを最大で 11 兆 3756 億円と算出し
た。病気別の医療費で一番多かったのが幻覚や妄想が起きる統合失調症で 1兆 980 億円。約 80 万人の
患者がいるとされ、長期入院の人が多い。うつ病などの気分障害が、3101 億円で続いた。」（『読売新聞』
2011 年 3 月 31 日：この文章の出典はWell Link の HP「メンタルヘルス最新情報」）
